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第４章 自殺総合対策の考え方

１ 自殺総合対策の基本理念

＜誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指す＞

２ 自殺総合対策の基本認識

（１）自殺は、その多くが追い込まれた末の死

自殺は、「その多くが追い込まれた末の死」であり、その要因は、精神保健

上の問題だけでなく、経済・生活問題、健康問題、過労、生活困窮、育児や介

護疲れ、いじめや孤独・孤立などの様々な社会的要因があります。

これらの社会的要因を減らし、追い込まれる状況に陥らないよう、社会全体

の自殺リスクを低下させる方向で、「対人支援」、「地域連携」、「社会制度」な

ど、それぞれにおいて対策の強化を図り、かつ総合的に推進することが大切で

す。

自殺対策の本質は、「生きることの支援」であり、「いのち支える」自殺対策と

して、「誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現」を目指します。

自殺に至る心理は、様々な悩みが原因で心理的に追い詰められ、自殺以外の

選択肢が考えられない状態にまで追い込まれてしまったり、社会とのつなが

りの減少や生きていても役に立たないという役割喪失感、与えられた役割の

大きさに対する過剰な負担感から危機的な状態にまで追い込まれてしまった

結果であることを改めて認識する必要があります。

＜自殺は、その多くが防ぐことができる社会的な問題＞

社会における「生きることの阻害要因（自殺に追い込む様々な要因）」を減

らし、「生きることの促進要因（生きることに希望を持てる様々な要因）」を増

やすことを通じて自殺リスクを低下させることができます。

＜自殺を考えている人は何らかのサインを発している＞

自殺を考えている人は、死にたいという気持ちと生きたいという気持ちと

の間で揺れ動いております。そして、不眠、原因不明の体調不良など自殺の危

険を示すサインを発していることが多いため、県民一人ひとりがそれらのサ

インに早期に気づき、適切な支援につなげていくことが重要です。
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（２）自殺者数は減少傾向にあるが、非常事態はいまだ続いている

（３）新型コロナウイルス感染症拡大の影響を踏まえた対策の推進

（４）地域レベルの実践的な取組をＰＤＣＡサイクルを通じて推進

３ 自殺総合対策の基本方針

（１）生きることの包括的な支援として推進する

本県では 2013 年に「いのちを支える“ふじのくに”自殺総合対策行動計画」

を策定し、その下で自殺対策を総合的に推進してきました。

計画策定以降、自殺者数は徐々に減少しておりましたが、2020 年には５年

ぶりに自殺者が増加しました。

前年と比較すると、10～39 歳の若年層や女性の自殺者が増加しており、新

型コロナウイルス感染症拡大の影響等で、自殺の要因となり得る諸問題が深

刻化したことが考えられます。

2021 年には再び減少傾向に転じているものの、女性の自殺者の割合は依然

高止まりであること、若年層の死因順位は自殺が第１位であり、若年層の自殺

者数が占める割合は横ばい又は増加傾向であることなど、非常事態はいまだ

続いていると言わざるを得ません。

2020 年 10 月に公表された、厚生労働大臣指定法人 いのち支える自殺対策

推進センターによる、「コロナ禍における自殺の動向に関する分析（緊急レポ

ート）」では、2020 年以降、児童・生徒や女性の自殺者の増加など、これまで

と異なる傾向が見られます。

本県においても、若年層や女性の自殺者数が増加している状況であること

から、新型コロナウイルス感染症の影響の長期化を踏まえた取組が必要です。

こうした困難に対応するため、関係機関との一層の連携の下、近年活用が進

んでいるＩＣＴの活用等による自殺対策を推進する必要があります。

本県では、「誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現」のため、2018

年度中に全ての市町において自殺対策計画が策定されました。

今後は、ＰＤＣＡサイクルを通じて、県及び市町における自殺対策を常に進

化させながら、推進します。

＜社会全体の自殺リスクを低下させる＞

自殺は、その多くが防ぐことができるものであり、社会の努力で避けることの

できる死であると考えられます。経済・生活問題、健康問題、家庭問題等「生

きることの阻害要因」のうち、失業、倒産、多重債務、長時間労働等の社会的
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（２）関連施策との有機的な連携を強化して総合的に取り組む

要因については、制度、慣行の見直しや相談・支援体制の整備という社会的な

取組により解決が可能です。また、健康問題や家庭問題等一見個人の問題と思

われる要因であっても、医療機関への受診や専門家への相談を促す等、社会的

な支援の手を差し伸べることにより解決できる場合もあります。

自殺は、その多くが追い込まれた末の死であり、防ぐことができる社会的な

問題であるとの基本認識の下、生きることの包括的な支援として、社会全体の

自殺リスクを低下させるとともに、一人ひとりの生活を守るという姿勢で自

殺対策に取り組みます。

＜生きることの阻害要因を減らし、促進要因を増やす＞

個人においても、「生きることの促進要因」より「生きることの阻害要因」

が上回ったときに自殺リスクが高くなります。言い換えれば、「生きることの

阻害要因」となる失業や多重債務、生活苦等をたとえ抱えていても、自己肯定

感や良好な人間関係等「生きることの促進要因」が上回れば、自殺リスクが必

ずしも高くなるわけではありません。

自殺対策は「生きることの阻害要因」を減らす取組に加えて、「生きること

の促進要因」を増やす取組を行い、双方の取組を通じて自殺リスクを低下させ

る方向で、生きることの包括的な支援として推進します。

＜様々な分野の施策等との連携を強化する＞

自殺は、健康問題、経済・生活問題、人間関係の問題のほか、地域や職場な

ど様々な要因と個人や家族の状況などが複雑に関係しており、自殺を防ぐた

めには、精神保健的な視点だけでなく、社会・経済的な視点を含む包括的な取

組が重要です。

このような包括的な取組を実施するために、様々な分野の施策や組織が密

接な連携を推進します。

＜精神保健医療福祉施策との連携＞

また、自殺の危険性を高める背景にある経済・生活の問題、福祉の問題、家

族の問題など様々な問題に包括的に対応し、併せて精神的に不安定な場合、誰

に対しても適切な精神保健医療福祉施策を速やかに提供します。

＜地域共生社会の実現に向けた施策との連携＞

地域において、複合的な課題を抱え自ら相談に行くことが困難な人などを

早期に発見し、確実に支援していくため、属性を問わない相談支援、参加支



- 33 -

（３）対応の段階に応じた対策を効果的に連動させる

援及び地域づくりに向けた支援を一体的に行う「重層的支援体制整備事業」

の実施等、各施策との連携が重要です。

こうした地域共生社会の実現に向けた施策は、市町での包括的な支援体制

の整備を図ること、住民も参加する地域づくりとして展開すること、状態が

深刻化する前の早期発見や複合的課題に対応するための関係機関のネットワ

ークづくりが重要であることなど、自殺対策と共通する部分が多くあること

から、一体的に取り組み、効果的かつ効率的に施策を展開します。

＜孤独・孤立対策との連携＞

孤独・孤立は、社会環境の変化により当事者が孤独・孤立を感じざるを得

ない状況であり、当事者の自助努力ではなく、社会全体で対応しなければな

らない問題とされています。

当事者やその家族に対する支援を行うことは、行政と民間団体、地域資源

との連携が必要であり、自殺予防対策と多くの共通点があることから、孤

独・孤立対策との連携を図ります。

＜子どもの自殺対策における連携＞

子どもの自殺者数の増加が問題となっていることから、子どもの自殺対策

を強力に推進することが必要です。取り組みに当たっては、2023年４月１日

にこども家庭庁が設立されることを踏まえ、県、市町、関係団体等の連携を

より一層強化する必要があります。

＜対人支援・地域連携・社会制度の対策を連動させる＞

自殺対策に係る個別の施策は、以下に分けて考え、これらを有機的に連動さ

せることで、総合的に推進します。

１）一人ひとりの問題解決に取り組む相談支援を行う「対人支援」

２）問題を複合的に抱える人に対して包括的な支援を行うための関係機関等

による業務連携などの「地域連携」

３）法律、大綱、計画等の枠組みの整備や修正に関わる「社会制度」

＜事前・危機・事後の各段階に応じた効果的な施策を講じる＞

自殺対策を行うに当たり、介入する時期としては３つの段階（事前・危機・

事後）があり、以下の段階ごとに効果的な施策を講じます。

１） 事前対応：自殺の危険性が低い段階で、心身の健康の保持増進につい

ての取組、自殺や精神疾患等についての正しい知識の普及啓発等対応を

行うことや、命や暮らしの危機に直面したとき、誰にどうやって助けを

求めればよいかの具体的かつ実践的な方法を学ぶと同時に、つらいとき

や苦しいときの助けの求め方を学ぶこと、孤立を防ぐための居場所づく
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（４）実践と啓発を両輪として推進する

（５）県、市町、関係団体、民間団体、企業及び県民の役割を明確化し、

その連携・協働を推進する

り等を推進していくこと

２）危機対応：現に起こりつつある自殺発生の危険に介入し、自殺を発生さ

せないこと

３）事後対応：自殺や自殺未遂が生じた場合に家族や職場の同僚等に与える

影響を最小限とし、新たな自殺を防止するとともに、発生当初から継続的

な遺族支援を行うこと

＜自殺は「誰にでも起こり得る危機」という認識を醸成する＞

2021 年に実施した県政世論調査によると、「自殺したいと思ったことがあ

る」と回答している方が 17.9%いるなど、コロナ禍の影響の有無に関わらず、

自殺の問題は一部の人や地域の問題ではなく、県民誰もが当事者となり得る

重大な問題となっています。

しかし、危機に陥った人の心情や背景が理解されにくい現実があり、そうし

た心情や背景への一般的理解を深めることや、危機に陥った場合には誰かに

援助を求めることが適当であるということが、社会全体の共通認識となるよ

うに、引き続き積極的に普及啓発を行います。

＜精神疾患に対する偏見をなくす取組を推進する＞

精神疾患や精神科医療に対する偏見が残されていることから、精神科を受

診することに抵抗を感じる人がいます。特に、自殺者が多い中高年男性やＳＯ

Ｓを出すのに抵抗のある若年層は、心の問題を抱えやすい上、相談することへ

の心理的な抵抗から問題が深刻化しがちと言われています。

自殺を考えている人は、死にたいという気持ちと生きたいという気持ちと

の間で揺れ動いております。そして、不眠、原因不明の体調不良など自殺の危

険を示すサインを発していることが多いです。

身近にいるかもしれない自殺を考えている人のサインに早く気づき、必要

な場合は、精神科医等の専門家につなぐことができる「ゲートキーパー」の養

成等の施策を実践し、あわせて広報活動、教育活動等に取り組みます。

「誰も自殺に追い込まれることのない社会」を実現するためには、県、市町、

関係団体、民間団体、企業、県民等が連携・協働して県民が一体となって自殺

対策を総合的に推進することが必要です。そのため、それぞれの主体が果たす
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（６）自殺者等の名誉及び生活の平穏に配慮する

べき役割を明確化、共有化した上で、相互の連携・協働の仕組みを構築する

ことが重要です。

自殺総合対策における県、市町、関係団体、民間団体、企業及び県民の果た

すべき役割は以下のように考えられます。

＜県、市町＞

地域の実情に応じた施策を策定し、実施する責務を有する県、市町は、大綱

及び地域の実情等を勘案して、策定した地域自殺対策計画の見直しを行い、地

域における各主体の緊密な連携・協働に努めながら自殺対策を推進します。

県は、地域自殺対策推進センターを設置し、市町の地域自殺対策計画の進捗

管理・検証・見直し等への支援を行います。

＜関係団体＞

保健、医療、福祉、教育、労働、法律その他の自殺対策に関係する専門職の

職能団体や大学・学術団体、各種業界団体・民間団体は、自殺対策に取り組む

ことの重要性に鑑み、それぞれの活動内容の特性等に応じて積極的に自殺対

策に参画します。

＜企業＞

企業は、労働者を雇用し経済活動を営む社会的存在として、その雇用する労

働者の心の健康の保持及び生命身体の安全の確保を図ることなどにより自殺

対策において重要な役割を果たせること、ストレス関連疾患や勤務問題によ

る自殺は、結果として、企業の活力や生産性の低下をもたらすことを認識し、

積極的に自殺対策に参画します。

＜県民＞

県民は、自殺は、「その多くが追い込まれた末の死」であり、自殺に追い込

まれるという危機は「誰にでも起こり得る危機」であって、その場合には誰か

に援助を求めることが適当であるという認識を深めます。

また、危機に陥った人の心情や背景が理解されにくい現実も踏まえ、そうし

た心情や背景への理解を深めるよう努めつつ、自らの心の不調や周りの人の

心の不調に気づき、適切に対処することができるようにします。

自殺が社会全体の問題であり自身の問題にもなりうることを理解し、「誰も

自殺に追い込まれることのない社会の実現」のため、主体的に自殺対策に取り

組みます。

自殺対策基本法第９条では、自殺者及び自殺未遂者並びにそれらの者の親

族等の名誉及び生活の平穏に配慮するよう定められています。

自殺対策に関わる県、市町、民間団体等は、自殺者や御遺族へのプライバ

シーに配慮しつつ、自殺者に関する情報を適切に管理しながら自殺対策に取

り組みます。
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４ 静岡県の重点施策の方針

前期計画において明らかになった課題、自殺者の現状分析等を勘案し、特に

集中して取り組むべき方針として、以下のとおり設定しました。

県、市町、関係機関、関係団体等と連携し、生きるための包括的な支援体制

づくりを進め、誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指します。

（１）子ども・若者及び女性の自殺対策を更に強化

本県の自殺者数全体は減少傾向にある中、39 歳以下の若年層の割合は横

ばい又は増加傾向であり、死亡原因の第１位が「自殺」となっています。

全国的には、小中高生及び女性の自殺者数の増加が問題となっており、小

中高生は 2020 年には過去最多、2021 年には過去２番目の水準となり、女性

はこれまで緩やかに減少傾向にありましたが、2020 年度から 2021 年度にか

けて２年連続で増加しています。

また、新型コロナウイルス感染症の影響等によって、学校や家庭での子ど

も・若者及び女性が抱えるこころの悩みが複雑・多様化していること、生活

困窮や虐待による相談ニーズが依然高いこと等が課題となっていることか

ら、若年層向けの相談窓口の充実や教育委員会との連携による学校おけるス

クールカウンセラー等の充実を図るとともに、2024 年４月に施行される「困

難な問題を抱える女性への支援に関する法律」を踏まえた取組を推進してい

くこととなります。

（２）孤独・孤立対策との連携

同居人の有無による自殺死亡率を比較すると、独居の場合には同居人あり

の場合の 2.5 倍程度高く、また、2021 年の県政世論調査では、コロナ禍に

おいて、イベントや外出の減少等の理由によって「不幸になった」と回答し

た方が多いことから、他者との関係性の希薄化は、県民にとって、生きるこ

との阻害要因であると考えられます。

孤独・孤立は、精神疾患を含む健康問題、ひきこもり、コロナ禍や物価高

騰の影響による生活困窮等、様々な理由により発生する問題であり、自殺予

防対策と同様に、社会全体で対応する必要があります。

このため、孤独・孤立対策に係る取組を実施する関係各課や市町、ＮＰＯ

法人等を含めた関係機関と連携を図りながら施策を推進します。
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（３）勤務・経営問題（働き盛り世代）への対策を強化

本県における自殺者は、40～50 歳代の「働き盛り世代」、職業別では、「被

雇用者・勤め人」が最も多く、また、自身の健康問題、職場における長時間

労働、パワーハラスメント、家庭内における親の介護など、「働き盛り世代」

を取り巻くストレス要因は複合的となっています。

また、2021 年の県政世論調査においても、「職場におけるメンタルヘルス

対策の推進」に対するニーズが高まっています。

県では、コロナ禍を踏まえた対策として、ＩＣＴ等の活用による各種研修

や広報を推進するとともに、労働相談窓口の設置や社員の健康づくりに資す

るアドバイザー派遣の充実等により、「働き盛り世代」に対するメンタルヘ

ルスケアを推進します。

（４）複雑・多様化する悩みに対応した相談体制の確保

前期の取組においても、各種相談窓口を設置して相談に対応してきました

が、コロナ禍による日常生活、経済状況等の変化により、県民が抱える悩み

は複雑・多様化したことで、相談件数が増加している窓口がある一方で、対

面相談型の窓口では、感染への不安等による利用控えが一部で見られるな

ど、県民ニーズへの対応に課題が見受けられます。

自殺未遂者、自死遺族等のハイリスク者、精神疾患のある方、ひきこもり

の方、性的マイノリティの方など、生きづらさを感じている方々に対して、

引き続き丁寧な相談・支援が求められております。

また、コロナ禍においては、雇用問題、子育て・介護における負担、配偶

者からの暴力など、これまで課題とされていたことが深刻化していることか

ら、困難を抱える女性に寄り添ったきめ細かい支援が求められております。

自殺に至る背景には様々な要因が複雑に連鎖していると言われており、

「生きることの阻害要因(自殺リスク)」を減らすためには、一つひとつの要

因に対して、それぞれ丁寧な対応・支援が必要となります。

これらに対応するため、相談対応者の資質向上、オンライン相談など非対

面による相談窓口の設置等により、多様化するニーズに対応した相談体制を

確保します。
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第５章 自殺総合対策のための施策・取組

１ 自殺リスクを低減させるための環境整備

(1) 県民一人ひとりの気付きと見守りを促す

ア 自殺予防週間、自殺対策強化月間等における啓発事業の実施

○主な取組（関係課：障害福祉課）

イ 自殺や自殺関連事象等に関する正しい知識の普及

○主な取組（関係課：障害福祉課）

自殺の問題は県民誰もが当事者となり得る重大な問題であることについて

県民の理解の促進を図る必要があります。

2021 年度に実施した県政世論調査において、「県が実施する自殺対策のどれ

も知らない」との回答が約３割あったことから、更なる周知が必要です。

悩んでいる人の存在に気づき、思いに寄り添い、声をかけ、話を聞き、必要

に応じて専門家につなぎ、見守っていくという自殺対策における県民一人ひと

りの役割等についての意識が共有されるよう、啓発事業を展開します。

自殺殺対策基本法第７条第２項で法定化されている、９月 10 日（世界自殺

予防デー）から 16 日までの自殺予防週間、３月の自殺対策強化月間を中心

に、いのちの大切さや自殺に関する正しい知識の普及を図るとともに、自殺

の危険を示すサインに気づき、適切な対応ができるよう県民の気づきを高め

る啓発事業を実施します。

・ICT 等を活用した啓発の実施

・ゲートキーパーに関する普及啓発

・メディア、県ホームページ等を活用した広く県民を対象とする広報の実施

県民一人ひとりの危機遭遇時の対応能力を高めるため、心の健康に関する

正しい知識と生活上の困難等に直面したときの対応方法を含めたセルフケア

についての普及啓発を実施します。

・睡眠や心の健康に関する正しい知識の普及啓発の実施

・県精神保健福祉協会による精神保健に関する偏見をなくすための「心の健

康フェア」の開催

・県とコンビニエンスストア各社等との間で締結した包括連携協定を活用し

た広報の実施
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ウ うつ病等に関する普及啓発の推進

○主な取組（関係課：障害福祉課 福祉長寿政策課 こども家庭課）

(2) 社会全体の自殺リスクを低下させる

ア 地域における包括的支援体制の構築

○主な取組（関係課：福祉長寿政策課）

イ 地域における相談体制の充実と支援策等の分かりやすい発信

○主な取組（関係課：障害福祉課 社会教育課 くらし交通安全課 男女共同参画課）

県民を対象に、うつ病等の精神疾患に関する講演会等を開催し、うつ病の早

期休息・早期相談・早期受診を促進します。

・職場や介護、妊娠・出産等様々な要因で発症するうつ病に対する正しい理解

の促進を図るための講演会の実施

・市町における介護者交流会の開催促進

・認知症コールセンター、地域包括支援センターの相談窓口の周知

・市町と連携し、妊産婦とその家族に対し、妊娠期から産後うつに関する正し

い理解が得られるよう啓発を行う

社会における「生きることの阻害要因（自殺に追い込む様々な要因）」を減ら

し、「生きることの促進要因（生きることに希望を持てる様々な要因）」を増や

す取組を推進するとともに、複雑・多様化する悩みに対応した相談体制を確保

します。

地域の生活課題は多様化、複合化していることから、市町や関係団体等と連

携し、地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制の構築を進めます。

・住民に身近な市町における狭間のニーズへの対応や、分野横断的な対応が可

能となる体制整備を促進

・アウトリーチ等による早期支援や寄り添いながら支援を継続する「伴走型支

援」の体制を促進

・孤独・孤立対策に係る活動を行う民間団体等との連携を促進し、官民一体と

なった取組を推進

悩み事を抱えている人がどの地域においても相談しやすい環境を整備する

ため、市町等と連携した地域における相談体制を充実させるとともに、パン

フレット等を活用し広く周知を図ります。
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ウ 多重債務者の相談窓口の充実

○主な取組（関係課：県民生活課 障害福祉課）

エ 失業者等に対する相談窓口の充実等

○主な取組（関係課：地域福祉課 労働雇用政策課）

オ 経営者に対する相談事業の実施等

○主な取組（関係課：経営支援課）

カ 法的問題解決のための情報提供の充実

・「こころの電話」「若者こころの悩み相談窓口」等による心の健康に関する電

話相談の実施

・市町や各保健所、精神保健福祉センターにおける精神保健福祉相談の実施

・困難を有する子供・若者及びその家族と公的支援機関及び民間支援団体とを

つなぐ機会を提供する合同相談会の開催

・犯罪被害者や遺族に対する支援体制の整備

・県各機関、各市町、圏域における相談機関等を記載した「精神保健福祉のし

おり」や「相談窓口案内」の作成・周知

・「ふじのくに LGBT 電話相談」による性的指向及び性自認に関する悩みに対

する相談の実施

・孤立しがちな性的マイノリティ当事者が安心して参加できる居場所づくり

事業として「いろいろにじいろ交流会】を開催

多重債務者が適切な相談を受けることのできる相談窓口の充実や周知を図

ります。

・借金を抱えた人の債務に関する相談体制の周知（県民生活センター等）

・多重債務相談における法テラス、県弁護士会、県司法書士会等との連携

生活困窮者自立相談支援機関における相談対応、生活の維持や経済的自立

に向けた生活福祉資金の貸付等、早期再就職支援等の雇用対策、心の健康問

題への対応などに取り組みます。

・生活福祉資金等の貸付制度の周知及び適正利用の促進

・生活保護制度や生活困窮者自立支援制度等の福祉制度の周知及び相談等の

実施

・若年求職者や中高年離転職者の就職活動に関する相談等の実施

経営危機に直面した中小企業を対象とした相談事業の充実や周知を図り、

関係機関と連携して再生を支援します。

・商工会、商工会議所等が実施する相談事業等への支援

法的なトラブルを解決するための情報提供の充実や経済的理由により相談

費用を負担することが困難な人への支援を実施します。
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○主な取組（関係課：県民生活課）

キ ＩＣＴを活用した自殺対策の強化

○主な取組（関係課：障害福祉課）

ク 介護者への支援の充実

○主な取組（関係課：福祉長寿政策課）

ケ ひきこもりへの支援の充実

○主な取組（関係課：障害福祉課 社会教育課）

・法テラス等の行う無料法律相談などの情報の提供

支援を必要としている人が簡単に適切な支援策に係る情報を得ることがで

きるようにするため、ＳＮＳやインターネット等のＩＣＴ（情報通信技術）

を活用した対策を強化します。

・ＳＮＳやインターネットの検索連動型広告等を活用した相談窓口の周知等

・県ホームページでの自殺の実態・自殺対策等に関する情報の発信

在宅介護者に対する相談支援体制を充実し、介護者へのメンタルヘルスケ

アを推進します。

・地域包括支援センターの相談支援体制の強化

・認知症コールセンターの設置

・若年性認知症相談窓口の設置

・介護マークの普及・啓発

「静岡県ひきこもり支援センター」や青少年交流スペース「アンダンテ」

などにおいて、本人、家族に対する早期からの相談・支援等を行い、ひきこ

もり対策を推進します。

・「静岡県ひきこもり支援センター」を精神保健福祉センター及び各健康福祉

センターに設置し、電話相談、来所相談等を実施

・ひきこもりの状態にある人が自宅以外で安心して過ごせる「居場所」を設置

し、社会参加に向けた支援の実施

・「アンダンテ」による社会的ひきこもり傾向にある子ども・若者の円滑な社

会復帰及びその家族の支援の実施
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コ 児童虐待や高齢者虐待、ＤＶ、性犯罪・性暴力の被害者への支援の充実

○主な取組（関係課：こども家庭課 福祉長寿政策課 男女共同参画課、くらし交通安全課）

サ 生活困窮者への支援の充実

○主な取組（関係課：地域福祉課）

児童虐待は、子どもの心身の発達と人格の形成に重大な影響を与え、自殺

のリスク要因ともなり得ます。児童虐待の発生予防、早期発見・早期対応や

虐待を受けた子どもの適切な保護・支援を図るため、相談支援、一時保護等

の体制強化とともに、社会的養護の充実に努めます。高齢者虐待は、介護疲

れ等、介護者の負担の大きさから発生することが多いため、早期発見、早期

対応により、高齢者と介護者が必要とする支援を受けられるよう対応力の強

化を図ります。

ＤＶ被害者の精神的負担軽減のため、被害者が必要とする情報の集約や関

係機関による支援の連携を強めるなど、きめ細かな対応を図ります。

性犯罪、性暴力被害者の気持ちに寄り添い、関係機関と連携し、医療、心

理的ケア、法律相談等の支援を通じて被害者の心身の健康回復を支援します。

・県・市町が一体となった虐待防止対策の充実、児童相談所の体制を強化

・児童養護施設退所者等に対する将来の安定した自立に向けた支援の実施

・高齢者虐待に関する研修の実施、相談窓口の設置

・ＤＶの防止や早期発見のための広報啓発活動の実施

・女性相談センター等によるＤＶ相談機能を強化するとともに、市町のＤＶ防

止のためのネットワークの設置を促進し、被害者の安全確保や自立支援に係

る関係機関の連携を推進

・性暴力被害者のための支援者養成研修会・公開講座の開催

・リプロダクティブ・ヘルス/ライツの普及

（パンフレット、啓発グッズを活用した広報啓発活動）

・性暴力被害者支援センターＳＯＲＡの運営等性暴力被害者支援の推進

生活困窮者の中に自殺リスクを抱えている人が少なくないことから、生活

困窮者自立相談支援事業において包括的な支援を行うとともに、自殺対策に

係る関係機関等とも緊密に連携し効果的かつ効率的な支援を行います。

・生活困窮者自立支援制度の周知及び相談等を実施

・県・市町社会福祉協議会、精神保健福祉センター、保健所等の関係機関との

密接な連携による自立した生活のための支援を実施

・各地域の医療、司法、福祉の専門家や行政担当者らが参加する「多職種ネッ

トワークづくり」の支援等
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シ ひとり親家庭に対する相談窓口の充実等

○主な取組（関係課：こども家庭課）

ス 性的マイノリティ(性的少数者)への支援の充実

○主な取組（関係課：地域福祉課 教育政策課 男女共同参画課）

セ 相談の多様な手段の確保

○主な取組（関係課：障害福祉課）

子育てと生計の維持を一人で担い、様々な困難を抱えている人が多いひと

り親家庭を支援するため、ひとり親家庭の相談窓口で、子育て・生活に関す

る内容から就業に関する内容まで、ワンストップで相談に応じるとともに、

必要に応じて、他の支援機関につなげ、総合的・包括的な支援を推進します。

・母子家庭等就業・自立支援センターにおける生活相談やハローワーク等と連

携した就労相談、養育費相談のほか、出張相談会や弁護士による定期的な無

料法律相談など、総合的な相談を実施

・母子家庭等就業・自立支援センターにおける無料職業紹介、求人開拓の実

施

・市町の相談窓口だけでなく、各地域に母子・父子福祉協力員を配置し、ひと

り親家庭に寄り添った相談を実施

ＬＧＢＴなど性的マイノリティの人々は、社会や地域の無理解や偏見等の

社会的要因によって自殺念慮を抱えることもあることから、これらの人々に

対する理解を促進します。

・人権啓発センターを中心に、学校、企業、関係機関等と連携して、性的マイ

ノリティの人々に対する人権尊重の意識を高揚させるための出前人権講座

や講演会、研修会等を実施するほか、マスメディア等を活用した広報活動を

展開

・教職員、保護者、市町教育委員会の人権教育担当者などを対象にした人権教

育指導者研修会において、「性的少数者をめぐる人権問題」に関する研修会

の実施

・静岡県パートナーシップ宣誓制度を通じた性の多様性理解促進のための研

修、啓発等の実施

・県ホームページ上に「ふじのくにレインボーページ」を開設し、性の多様性

への理解や性的マイノリティ当事者支援のための県内情報を提供

・公共図書館と連携し、性の多様性への理解を促進するため、パネル巡回展等

による啓発活動を実施

障害の特性等により電話や対面による相談が困難な場合であっても、可能

な限り相談ができるよう相談の多様な手段の確保を図ります。

・各種相談窓口において、ＦＡＸ、メール、ＳＮＳ等の多様な相談手段の確保

など合理的配慮の実施
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(3) 自殺総合対策の推進に資する調査研究等を推進する

ア 効果的な自殺対策につながる調査研究の推進

○主な取組（関係課：障害福祉課）

自殺総合対策の推進に資する調査研究等を多角的に実施するとともに、地域

の自殺の実態把握への活用を推進します。

自殺の要因には、様々な社会的・個人的要因が複雑に関連しているため、

自殺に関連する調査研究を行い、地域ごとの自殺の傾向を分析し、世代や地

域の実情に即した自殺対策を推進します。

・自殺に関する県民の意識、心の問題、不眠などに対する調査の実施

・人口動態統計、自殺統計等を用いて各地域の自殺の実態を調査・分析

・自殺未遂者の実態を把握し、必要な支援について調査を実施
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２ 対象者(属性)ごとの対策の推進

(1) 子ども・若者の自殺対策を更に推進する

ア いじめを苦にした子どもの自殺の予防

○主な取組（関係課：教育政策課 義務教育課 高校教育課 特別支援教育課）

イ 学生・生徒等への支援の充実

○主な取組（関係課：義務教育課 高校教育課 特別支援教育課 健康体育課）

ウ 児童生徒の自殺対策に資する教育の実施

本県の自殺死亡率(10万人当たり自殺者数)を見ると、40 歳以上では低減して

いるのに対して、40 歳未満の若年層では横ばいで推移しています。

また、自殺者数は減少傾向にある中、近年、全国では小中高校生の自殺者数

が増加し、2021 年には過去２番目の水準となっております。

本県においても、近年、10 歳代の自殺死亡率が上昇傾向にあることから、将

来ある若者の自殺対策を更に推進します。

いじめは決して許されないことであり、「どの子どもにも、どの学校でも

起こり得る」ものであることを周知徹底し、すべての教育関係者がいじめの

兆候をいち早く把握して、迅速に対応します。またその際、いじめの問題を

隠さず、学校・教育委員会と家庭・地域が連携して対処していきます。

・「県子どもいじめ防止条例」の趣旨、内容の周知・啓発

・「県いじめ問題対策連絡協議会」、「県いじめ問題対策本部」の運営

・健康福祉部と連携した、ＳＮＳを活用した相談事業の実施。

・スクールカウンセラーの配置による教育相談体制の強化及びスクールソー

シャルワーカーの配置による組織的な支援体制の強化

・いじめや悩みなどの問題に対する専用電話窓口等が記載された「いじめ・悩

みごと相談マップ」の作成、配布

養護教諭等の行う健康相談の推進、スクールカウンセラーやスクールソー

シャルワーカー等の配置、教職員の資質向上のための研修を行います。

・養護教諭による健康相談等相談体制の強化、気軽に相談できる体制の推進

・学校へのスクールカウンセラーの派遣による教育相談体制の強化

・スクールソーシャルワーカーによる地域、家庭、医療機関等との連携促進

児童生徒が教育活動を通じて、自分の価値を認め、自己肯定感を高めなが

らいのちの尊さ、いのちを大切にする心を育てるための道徳教育や心の健康

の保持に係る教育を推進します。

また、18 歳以下の自殺は長期休業明けに急増する傾向があることから、長

期休業前から休業期間中、休業明けの時期にかけて、早期発見・見守り等の

取組を推進します。
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○主な取組（関係課：義務教育課 特別支援教育課 高校教育課 健康体育課）

エ ＳＯＳの出し方に関する教育の推進

○主な取組（関係課：教育政策課 義務教育課 特別支援教育課 高校教育課

健康体育課 障害福祉課）

オ 教職員に対する普及啓発等の実施

○主な取組（関係課：義務教育課 高校教育課 特別支援教育課 健康体育課、

障害福祉課）

・日常生活を送る上で直面する様々な困難やストレスを踏まえ、適切に対処す

る方法を理解するための「心の健康の保持」に関する教育の推進

・2022 年度学習指導要領改訂に伴う、高等学校における「精神疾患の予防と

回復」に関する教育の推進

・長期休業前から休業期間中、休業明けの時期にかけて、早期発見・見守り等

の取組を推進

社会において直面する様々な困難・ストレスへの対処方法を身につけるた

めの教育（ＳＯＳの出し方に関する教育）、心の健康の保持に係る教育を推

進するとともに、児童生徒の生きることの促進要因を増やすことを通じて自

殺対策に資する教育を実施します。また、自身の危機遭遇時の対応能力を高

めるため、心の健康に関する正しい知識と生活上の困難等に直面したときの

対応方法に学ぶ講座等を実施します。

自殺者の遺児等に対するケアを含め教育相談を担当する教職員の資質向上

のための研修や性的マイノリティについて理解を促す研修等を実施します。

・「生きる力」向上のため、メタ認知・非認知能力等に係る実践的な内容の研

修を実施

・マインドフルネスの紹介動画を教職員向け研修管理システムで公開

・学校等における、いのちの尊さやＳＯＳの出し方に関する教育、心の健康の

保持に係る教育を推進

・つらい時や困難を抱えた時や生活上のストレスに直面しても自分自身で適

切な対処ができる力を身につけるための「若年層向けこころのセルフケア講

座」を実施

・教育相談を担当する教職員の資質向上のための研修や性的マイノリティ等

について理解を促す研修等を実施

子どもが発するＳＯＳを察知し、受け止め、適切な支援につなげられるよ

う、研修会等により、教職員等に対して自殺予防教育の必要性を啓発します。

・教職員に、自殺予防教育の必要性等について理解を促す研修会(ゲートキー

パー養成研修を含む)等の開催

・ヤングケアラー支援のための資質向上研修を実施
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カ 困難を抱える子どもへの支援の充実

○主な取組（関係課：地域福祉課、こども家庭課）

キ 困難を抱える若者への支援の充実

○主な取組（関係課：労働雇用政策課 障害福祉課 社会教育課）

貧困の状況にある子どもが抱える様々な問題が自殺のリスク要因となりか

ねないため、子どもの貧困対策を推進します。また、生活困窮世帯の子ども

を対象とした学習支援事業の実施や、子どもの居場所づくりの推進により、

子どもと生活に困窮している世帯の生活安定や自立を支援します。

児童虐待は、子どもの心身の発達と人格の形成に重大な影響を与え、自殺

のリスク要因ともなり得ます。虐待を受けた子どもの適切な保護・支援を図

るため、児童相談所や市町による相談支援、一時保護等の体制を強化すると

ともに、将来に希望を持って生活できるよう社会的養護の充実に努めます。

・子ども健全育成支援員による生活困窮世帯等の子どもへの個別の支援を実

施

・生活困窮世帯等の子どもに対し、生活習慣の改善や学習意欲の喚起を目的と

する通所型及び合宿型の学びの場等を提供

・子どもが安心して過ごすことができる子ども食堂等の居場所の担い手に対

する相談支援や研修会の実施

・子どもの居場所づくり活動の促進のため、寄附金を活用して、子どもの居場

所づくりに取り組む団体に対して助成

・将来に希望を持って生活する意識の向上による自立心の育成の支援を実施

・県と市町が一体となった虐待防止対策の充実、児童相談所の体制を強化

・児童養護施設退所者等に対する将来の安定した自立に向けた支援の実施

若者求職者に対しては、「地域若者サポートステーション」等において、地

域の関係機関と連携し職業的自立を支援します。

ひきこもり状態にある若者に対しては、「静岡県ひきこもり支援センター」

において、本人・家族に対する早期からの相談・支援等を行います。思春期・

青年期において精神的問題を抱える方、自傷行為を繰り返す方や被虐待経験

などにより深刻な生きづらさを抱える方について、地域の医療機関、精神保

健福祉センター、保健所、教育機関等を含めた保健・医療福祉・教育・労働

等の関係機関の連携により、適切な医療機関や相談機関を利用できるよう支

援します。

・地域若者サポートステーション等の関係機関との連携による、若年無業者を

含めた幅広い層の就労支援の実施

・「静岡県ひきこもり支援センター」での相談・支援の実施

・支援者向け若年層自殺対策研修会の開催

・困難を有する子供・若者の支援に係る公的機関及び民間団体の情報を記載し

た「ふじのくに iマップ」の作成
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ク 若者の特性に応じたＩＣＴを活用した自殺対策の強化

○主な取組（関係課：障害福祉課 社会教育課 高校教育課）

(2) 「働き盛り世代」の自殺対策を更に推進する

ア 職場におけるメンタルヘルス対策の推進

○主な取組（関係課：労働雇用政策課 健康増進課 障害福祉課）

若者は、自発的には相談や支援につながりにくい傾向がある一方で、イン

ターネットやＳＮＳ上で自殺をほのめかしたり、自殺の手段等を検索したり

する傾向もあると言われているため、ＳＮＳやインターネット等のＩＣＴを

活用した対策を強化します。

また、学校においてＩＣＴの適切な利用方法を学ぶ講座の開催や事件等に

巻き込まないようインターネット上の書き込みの見守りを強化します。

・ＳＮＳやインターネットの検索連動広告等を活用した相談窓口の周知等

・県ホームページでの自殺の実態・自殺対策等に関する情報の発信

・ＬＩＮＥを活用した若年層向けＳＮＳ相談窓口（自殺予防）の実施

・携帯電話・スマートフォンの利用方法を学ぶ「小中学校ネット安全・安心講

座」の開催

・インターネット上における生徒の書き込みを見回り、いじめや自殺等に関す

る書き込みについては、各学校に指導を指示するとともに、プロバイダーに

削除依頼する「スクールネットパトロール」の実施

40 歳～50 歳代のいわゆる「働き盛り世代」は、身体的には生活習慣病の発

症しやすい時期、社会的には重い責任を背負う立場、家庭では子どもの巣立

ち・親の介護など、心身ともにストレスがかかりやすいとされております。

この年代の自殺者数については、年々減少傾向にあるものの、他の年代と比

べて依然として多い状況にあり、うつ病等による労災申請件数は増加傾向にあ

り、５年前と比べ約 30％増加するなど、労働者に対するメンタルヘルスケア

の重要性が増しています。

このため、職場におけるメンタルヘルス対策など勤務問題による自殺対策を

さらに推進します。

過労死等がなく、仕事と生活を調和させ、健康で充実して働き続けること

のできる社会の実現のため、過労死等の防止やハラスメント対策及び職場に

おけるメンタルヘルス対策の充実を推進します。
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イ ハラスメント防止対策

○主な取組（関係課：労働雇用政策課）

ウ 長時間労働の是正

○主な取組（関係課：労働雇用政策課 障害福祉課）

・労働法セミナーを開催し、労働基準法等の関係法令や安全衛生対策、ストレ

スチェック制度など、メンタルヘルスに関わる法制度を周知啓発

・企業や関係団体と連携し、特に働き盛り世代を対象とした、うつ病への気づ

きを高め、早期受診を促進するための啓発事業を実施

・労働局、産業保健総合支援センター等と連携した研修会等の開催

・従業員の健康づくりを推進するため、具体的な目標を宣言する「ふじのくに

健康づくり推進事業所」の拡大、優良事業所の表彰、好取組の情報発信等を

実施

・経済団体等と連携したゲートキーパー養成研修会の開催

職場におけるパワーハラスメント対策及びセクシャルハラスメント対策を

推進します。

・労働法セミナーにおいて、職場のハラスメントの内容やその予防・解決を解

説し、ハラスメントに関わる法制度を周知啓発

・各県民生活センターに労働相談窓口を設置し、パワーハラスメント及びセク

シャルハラスメントの相談に対応

・「労使トラブル法律相談Ｑ＆Ａ」を作成・配布し、パワーハラスメント及び

セクシャルハラスメントの対処法を周知啓発

労働基準法の改正に伴い、年５日の有給休暇の確実な取得や時間外労働の

上限規制が施行される中、仕事と生活を調和させ、健康で充実して働き続け

ることのできる社会に実現のための対策を推進します。

・労働法セミナーを開催し、労働基準法や労働時間規制等、労働時間に関する

法制度を周知啓発

・専門家派遣により、企業における職場環境の見直しを支援

・労働局と連携し、過労死等の防止を周知啓発
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(3) 女性の自殺対策を更に推進する

イ 女性の活躍の促進

○主な取組（関係課：労働雇用政策課 男女共同参画課）

ウ 妊産婦への支援の充実

○主な取組（関係課：こども家庭課）

本県の自殺死亡率は、近年、全体としては減少傾向にあるが、40 歳未満の女

性の自殺死亡率が増加傾向にある。女性の自殺対策としては、妊産婦への支援

を始め、女性特有の視点を踏まえて施策を推進します。

ア コロナ禍で顕在化した課題を踏まえた女性支援

○主な取組（関係課：こども家庭課 男女共同参画課 くらし交通安全課）

外出自粛に伴う子育て・介護等での負担の増加、雇用問題やＤＶの深刻化、

望まない孤立で不安を抱えるなど、困難な課題を抱える女性に寄り添ったき

め細かい相談支援等の施策をさらに推進します。

・あざれあ女性相談の充実（電話回線増設、インターネット相談）

・2024 年４月施行の「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」に基

づき策定する県基本計画に即した支援

・性暴力被害者支援センターＳＯＲＡの運営等性暴力被害者支援の推進【再

掲】

経済的な安定や、家族等との良好な信頼関係など、「生きることの促進要

因」を増やすため、短時間正社員制度の導入や男性の主体的な家事・育児参

加への啓発等、女性が安心して社会で活躍できる環境づくりを更に推進しま

す。

・専門家派遣により、企業における職場環境の見直しを支援【再掲】

・啓発冊子を活用した企業の従業員に対する男性の家事・育児参画の学習機会

の提供

・女性活躍に積極的に取り組む企業の好事例等の情報発信

妊娠期から出産後の養育に支援が必要な妊婦に対する支援及び育児不安に

係る支援を進めるとともに、産後うつの予防等を図ります。

・「特定妊婦」の把握・支援及び育児不安の解消等を行っている「子育て世代

包括支援センター」の設置及び活動の支援や母子保健活動の推進のために、

設置主体である市町に対して、連絡調整会議の開催や従事する保健師等へ

の研修を実施

・市町の産婦健診や産後ケア事業の実施の推進のために、産後うつ予防のため

の行政と医療の連携体制を整備
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(4) 高齢者の自殺対策を更に推進する

ア 包括的な支援のための連携の推進

○主な取組（関係課：福祉長寿政策課 ）

イ 高齢者の孤立化防止

○主な取組（関係課：福祉長寿政策課 健康増進課）

ウ 高齢者の活躍の場の創出

○主な取組（関係課：福祉長寿政策課 労働雇用政策課）

2021 年の年代別自殺者数を見ると、60 歳以上 214 人で全体の約 40％を占

め、70 歳～80 歳以上の自殺者数は、近年、横ばいから若干の増加傾向にあり

ます。コロナ禍での外出自粛等の影響、身体的疾患や認知症の発症等をきっか

けに、閉じこもりや抑うつ状態になりやすい状況にあります。また、単身世帯

の高齢者は地域で孤立に陥りやすいなど、高齢者特有の課題を踏まえた対策が

必要となります。

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、市町

や地域包括支援センターの職員を対象とした研修を実施し、地域包括支援セ

ンターの機能強化を図ります。

・介護予防、相談対応力向上、高齢者虐待対応など地域包括支援センターが行

う業務に応じた研修を実施

高齢者等の孤立を防止するため、多様化、複合化する課題の解決に向けて

包括的に支援する体制の整備をさらに推進します。

・住民に身近な市町における狭間のニーズへの対応や、分野横断的な対応が可

能となる体制整備を促進【再掲】

・孤独・孤立対策に係る活動を行う民間団体等の連携を促進し、官民一体とな

った取組を推進【再掲】

・高齢者が主体的に集まり、体操や趣味活動等を行う「通いの場｣の設置を促

進

社会における高齢者の更なる活躍のため、高齢者の豊富な知識や経験等を

活かした多様な就労等の支援や、関係団体との連携による健康づくりや生き

がいづくりを推進します。

・すこやか長寿祭スポーツ・文化交流大会の開催

・高齢者や子どもとふれあう場の整備の促進

・市町と連携し、壮年熟期（66～76 歳）の方の継続的な社会参加を支援

・企業に対する高齢者雇用の啓発、高齢者の就業意欲の増進のためのセミナー

の開催や、高齢者と企業のマッチング支援を実施
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(5) 自殺未遂者の再度の自殺企図を防ぐ

ア 地域の自殺未遂者等支援の拠点機能を担う医療機関の整備

○主な取組（関係課：障害福祉課）

イ 救急医療施設における精神科医による診療体制等の充実

○主な取組（関係課：障害福祉課）

ウ 家族等の身近な支援者に対する支援

○主な取組（関係課：障害福祉課）

自殺未遂で医療機関を受診した者の身体的ケア及び精神科医療ケアを実施

し、再度の自殺企図を防ぐための対策の強化及び自殺未遂者を見守る家族や学

校、職場等の身近な支援者への支援を充実します。

自殺未遂者の再企図を防ぐために、地域の自殺未遂者支援の対応力を高

める拠点となる医療機関を整備します。

・地域の自殺未遂者支援の対応力を高める拠点となる医療機関の整備

精神科救急医療体制の充実・強化を図るとともに、救急医療従事者に対し

て、自殺企図者への適切な対応方法を周知します。

・「精神科救急情報センター」を運営し、精神保健福祉士等による 24 時間対応

の精神科救急医療相談を実施

・「休日・夜間精神医療相談窓口」を運営し、休日・夜間における精神障害者

の疾病の重篤化の軽減

・自殺未遂者の再度の自殺を防止するため、医療関係従事者に対する自殺未遂

者ケア対策研修会の実施

自殺未遂者の再度の自殺を防ぐために、家族等の身近な人に対して、相談

体制の強化及び支援体制の整備を図ります。

・救急医療施設と市町・保健所の相談をつなぐ体制づくりのもと、保健師等に

よる自殺未遂者及び家族等に対する精神保健福祉相談の実施

・地域における支援体制を強化するための研修会等の実施
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(6) 遺された人への支援を充実する

ア 遺族のための相談及び自助グループへの支援

○主な取組（関係課：障害福祉課）

イ 遺族のための情報提供等の推進等

○主な取組（関係課：障害福祉課）

ウ 学校、職場等における事後対応の促進

○主な取組（関係課：義務教育課 高校教育課 特別支援教育課 健康体育課

障害福祉課）

自殺により遺された人への相談体制を充実し、地域における遺族の自助グル

ープ等に対する支援及び活動の広報等を行います。

自死遺族支援のための相談体制を強化するとともに、自死遺族支援団体の

立ち上げ支援、支援者を対象とした研修会の開催など、支援体制の強化を図

ります。

・各地域における自死遺族への相談会及び自死遺族のつどい（わかちあいの

会）の実施

・支援者を対象とした研修会の開催

・自死遺族支援団体の立ち上げのための支援の実施

自死遺族のための各種相談窓口、必要な手続等を掲載したパンフレットを

作成し、自死遺族と接する機会の多い関係機関へ配布するなど、遺族等が必

要とする支援策等に係る情報提供を推進します。

・県ホームページ及び精神保健福祉のしおり等による自助グループ活動の広報

・相談窓口等を掲載したパンフレットの配布・周知

・自死遺族と接する機会の多い各関係機関の研修会等におけるパンフレットの配

布・周知

学校等における重大な事件・事故等の発生直後の周りの人々に対する心の

ケア体制の構築を支援し、ＰＴＳＤ（心的外傷後ストレス障害）などの二次

的な被害の未然防止に努めます。

平時においては、学校、職場等におけるＰＴＳＤを未然に防ぐための研修

会を開催します。

・学校等における生命に関わる事故等へのこころの緊急支援チームの派遣及

び要請体制の整備

・学校、職場等におけるＰＴＳＤを未然に防ぐための研修会の開催

・スクールカウンセラーの配置による教育相談体制の強化及びスクールソー

シャルワーカーの配置による組織的な支援体制の強化【再掲】
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エ 遺族等に初期対応する公的機関の職員の資質の向上

○主な取組（関係課：障害福祉課）

オ 遺児等への支援

○ 主な取組（関係課：障害福祉課 こども家庭課）

警察官等の公的機関で自殺に関連した業務に初期対応として従事する方に

対して、適切な遺族等への対応等に関する知識の普及を促進します。

・警察官、消防職員等を対象とした研修会の開催

関係機関が相談支援等を実施し、自殺により遺された遺児等を支援します。

・精神保健福祉センター、健康福祉センター、児童相談所等における相談支援

を通して遺児等に対するケアの実施
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３ 様々な困難を抱える方を支える体制整備

(1) 自殺対策に係る人材の確保、養成及び資質の向上を図る

ア 大学や専修学校等と連携した自殺対策教育の推進

○主な取組（関係課：障害福祉課）

イ 地域保健スタッフ及び産業保健スタッフの資質の向上

○主な取組（関係課：障害福祉課 ）

ウ 介護支援専門員等に対する研修の実施

○主な取組（関係課：障害福祉課 介護保険課 福祉長寿政策課）

自殺対策の専門家として直接的に自殺対策に係る人材の確保、養成、資質の

向上や、様々な分野で生きることの包括的な支援に関わっている支援者等を自

殺対策に係る人材として確保、養成します。

また、自殺の危険性の高い人の早期発見・早期対応を図るため、自殺や自殺

関連事象に関する正しい知識を普及したり、自殺の危険を示すサインに気付

き、声をかけ、話を聴き、必要に応じて専門家につなぎ、見守る「ゲートキー

パー」の役割を担う人材を養成します。

生きることの包括的な支援として自殺対策を推進するに当たっては、自殺

対策や自殺のリスク要因への対応に係る人材の確保、養成及び資質の向上が

重要であることから、医療、保健福祉、心理等に関する専門家などを養成す

る大学、専修学校、関係団体等と連携して自殺対策教育を推進します。

・医療、保健福祉、心理等に関する専門家などを養成する大学、専修学校、関

係団体等と連携した自殺対策教育の推進

市町や企業の保健従事者等に対して、心の健康づくりや自殺予防について

の研修会を開催し、資質の向上を図ります。

・職域保健従事者を対象としたメンタルヘルス不調者への気づきとその対応

についての研修会の開催

・市町の保健師等を対象とした自殺予防及び自死遺族支援等についての研修会の開催

・各地域における地域保健スタッフと産業保健スタッフとの心の健康づくり

に関する連絡会の開催

介護支援専門員等に対し、自殺リスクの高い高齢者等への気づきと適切な

対応をとることができるよう、研修会の開催等により知識の普及を図ります。

・介護支援専門員及び地域包括支援センター職員などを対象とした高齢者等

への支援方法に関する研修会の開催
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エ 民生委員・児童委員等への研修の実施

○主な取組（関係課：障害福祉課 地域福祉課）

オ 社会的要因に関連する相談員の資質の向上

○主な取組（関係課：障害福祉課 県民生活課 労働雇用政策課）

カ 遺族等に対する支援者等の資質の向上

○主な取組（関係課：障害福祉課）

キ 様々な分野でのゲートキーパーの養成

○主な取組（関係課：障害福祉課）

民生委員・児童委員等を対象とした研修の中に、心の健康づくりや自殺対

策に関する内容を取り込むことにより地域における相談・見守り体制を強化

し、地域住民の「孤独・孤立」を防ぎます。

・民生委員・児童委員等を対象とした研修における心の健康づくりや自殺対策

を研修内容とする取組

・民生委員・児童委員等を対象としたゲートキーパー養成研修会の開催

悩みを抱える相談者に対するケアの質を高めるため、電話相談窓口、多重

債務相談窓口、就労相談窓口等の相談員やケースワーカー、社会復帰施設、

生活困窮自立相談支援事業における支援員等に対し、自殺対策やメンタルヘ

ルスについての正しい知識の普及を促進します。

・相談窓口や社会復帰施設等の職員を対象とした「精神保健福祉業務基礎研修

会」の開催

・弁護士会や司法書士会等の実施する研修会等へ参加し、自殺予防に関する情

報提供や必要性についての啓発の実施

・各種相談員を対象とした、医療・福祉をはじめとした関連機関や関連支援策

に関する知識の普及によるネットワークの構築

自死遺族等に対応する市町窓口職員や警察官、消防職員等に対して、適切

な対応等に関する知識の普及を促進し、資質の向上を図ります。

・自死遺族と接する機会の多い行政職員等の資質向上を図るための研修会及

び連絡会の開催

・自死遺族支援パンフレットの配布

周囲の人の自殺の危険を示すサインに気づき、困難を抱えている人の心情

を踏まえた適切な対応を図ることができる「ゲートキーパー」の役割を担う

人材を養成し、自殺の危険性の高い人の早期発見、早期対応を図ります。

相談者の属性に応じた対応力を身に付けるため、また、自殺の危険性の高

い相談者に対応するために支援者の資質向上を図ります。
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ク 自殺対策従事者の心のケアの推進

○主な取組（関係課：障害福祉課）

(2) 適切な精神保健医療福祉サービスを受けられるようにする

ア 精神科医療、保健、福祉等の各施策の連動性の向上

○主な取組（関係課：障害福祉課）

・弁護士、理美容等の専門職、教員、県・市町社会福祉協議会、ＮＰＯ、地域

の福祉活動を推進するボランティア団体等を対象としたゲートキーパー養

成研修会の開催

・ゲートキーパー養成研修受講者を対象としたフォローアップ専門研修の開催

・自殺の危険性の高い人や自死遺族等に対し、適切に対応することのできる人

材を養成する研修会の開催

自殺対策従事者の心の健康を維持するための仕組みづくりを推進します。

・自殺対策従事者の管理者が従事者自身の心の健康にも配慮する必要性につ

いての啓発の実施

・自殺対策従事者も含めた「こころの電話」等による心の健康に関する電話相

談の実施

・精神保健福祉センター及び各保健所等における精神保健福祉相談の実施

精神疾患により自殺の危険性の高い人を早期に発見し、必要に応じて医療機

関につなげる体制や、適切な精神科医療を受けられる体制を充実します。

また、精神科医療につながった後に、本人が抱える悩みに適切に対応するた

め、適切な保健福祉サービス等を受けられる体制を整備します。

保健、医療、福祉に関する計画等における精神保健福祉対策を踏まえつつ、

地域の精神科医療機関を含めた保健・医療・福祉・教育・労働・法律等の関

係機関・関係団体等のネットワークの構築を促進します。

・保健・医療・福祉・教育・労働・法律等の外部有識者で構成される「静岡県

自殺対策連絡協議会」の開催及び県自殺総合対策行動計画の点検・評価・改

正の実施

・庁内関係課自殺対策庁内連絡会議の開催

・医療と介護分野で進められている「地域包括ケアシステム」の構築と連動し

た精神障害にも対応したシステムの構築

・精神障害をもつ方の地域移行や地域定着を推進するため、医療福祉従事者を

対象とした研修会を実施

・精神障害者ピアサポーター養成研修の実施

・保健・医療・福祉・教育・労働・法律等の多職種が連携してケアが必要な方

へ適切な相談窓口につなぐシステムの構築
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イ 子どもに対する精神保健医療福祉サービスの提供体制の整備

○主な取組（関係課：障害福祉課 こども家庭課）

ウ うつ病のスクリーニングの実施

○主な取組（関係課：障害福祉課 こども家庭課 福祉長寿政策課）

エ うつ病以外の精神疾患等によるハイリスク者対策の推進

○主な取組（関係課：障害福祉課 薬事課）

子どもの心の問題に対応できる診療体制の整備を推進するため、児童相談

所や精神保健福祉センター、市町の障害福祉部局、学校など療育に関わる関

係機関との連携の強化を図ります。

また、子どもの心の問題に対応できる児童精神科医師を養成するとともに、

児童精神科医療の地域偏在の解消を図ります。

・地域の医療・保健・福祉・教育等の関係機関と連携した支援体制の構築

・浜松医科大学に児童青年期精神医学講座を設置

市町や事業所等による健診や訪問指導、健康相談会等により、産後うつや

介護うつを含めたうつ病のスクリーニングを促進し、広くうつ病の早期発見

に努め、適切な医療につなげます。

・市町や事業所等による健診や訪問指導、健康相談会等により、ストレス状態

を把握し、適切な医療機関、相談機関につなげる体制の構築

・市町による産後うつの早期発見のための産婦健診の実施体制整備への支援

・地域包括支援センターの相談支援体制の強化

・認知症コールセンターの設置

・若年性認知症相談の設置

アルコール依存症や薬物依存症、統合失調症などの自殺のリスクが高い人

を早期に発見し、早期治療につなげ、地域で安定した生活を送るための体制

を強化します。

・アルコール依存症・薬物依存症等の疾患に対する理解を深めるための普及啓

発の実施

・県断酒会、ダルク等の自助グループと連携したアルコール依存症や薬物依存

症の当事者・家族への相談体制の整備

・依存症、統合失調症などに対する治療拠点医療機関の整備及び周知

・依存症者の回復のために、認知行動療法を取り入れたグループミーティング

を実施
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オ がん、難病、慢性疾患患者等に対する支援

○主な取組（関係課：疾病対策課 障害福祉課）

(3) 心の健康を支援する環境の整備と心の健康づくりを推進する

ア 地域における心の健康づくり推進体制の整備

○主な取組（関係課：障害福祉課 福祉長寿政策課 健康増進課）

イ 家族や知人等における心の健康づくりの推進

悩みを抱える者を支援する家族や知人等を含めた身近な支援者が過剰な負

担を負わないよう、これらの家族等への支援を推進します。

○主な取組（関係課：義務教育課 高校教育課 特別支援教育課 障害福祉課

福祉長寿政策課）

がんや難病、慢性疾患等に苦しむ方について、心理的ケアが実施できる体

制の整備を図ります。

・がん相談支援センターの更なる利用促進

・県難病相談支援センターの更なる利用促進

・県看護協会と連携し看護師等のゲートキーパー養成研修会の受講を促進

様々な取組により、ストレス要因の軽減、ストレスへの適切な対応など心の

健康の保持・増進を図ります。

市町、保健所、精神保健福祉センター等における心の健康問題に対する相

談体制の充実及び高齢者や障害のある人等の生きがいのための環境整備を推

進します。

・市町、精神保健福祉センター及び各保健所等における精神保健福祉相談の実

施

・心の健康づくりに関する県民を対象とした研修会、講演会の開催

・高齢者や障害のある人などのふれあう場の整備の促進

・個人や社会生活における健康･安全について理解を深め、自らの健康を適

切に管理し、改善していくために必要な知識の普及

・子どもに対して、生まれてきたことの奇跡といのちをいただいて生きている

ことへの感謝、人のために生き、感謝されることで生きる喜びを感じ、生き

がいとなることを気付かせるような教育の推進

・不眠を糸口に、メンタルヘルスの不調のサインへの気付きを家庭内で推進

・高齢者が家庭や社会で必要とされ、生きがいを感じ生活が送れるような孤立

防止策の推進
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ウ 大規模災害発生時における被災者の心のケア

○主な取組（関係課：障害福祉課）

東日本大震災や熊本地震、熱海市伊豆山地区土石流災害等の経験を踏まえ、

今後想定される南海トラフ地震等の大規模災害時には、様々なストレスにさ

らされ自殺のリスクが高まることから、被災者の心のケアを行う体制の整備

を推進します。

また、被災者でもある支援者への支援や、避難所や仮設住宅の孤立防止な

ど中長期的な支援のために災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）の体制強化、

関係機関との連携強化を図る取組を推進します。

・行政職員等を対象にした災害時のメンタルヘルスに関する研修会の開催

・支援者を対象にしたサイコロジカル・ファーストエイド（ＰＦＡ）研修の開催

・災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）の体制整備及び研修会・訓練の開催

※DPAT（Disaster Psychiatric Assistance Team）
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４ 各地域レベルの取組への支援

(1) 地域レベルでの実践的な取組への支援

ア 県地域自殺対策推進センター設置による市町支援

○主な取組（関係課：障害福祉課）

(2) 市町・民間団体との連携を強化する

ア 地域における連携体制の整備

○主な取組（関係課：障害福祉課）

イ 市町・民間団体における自殺予防活動等に対する支援

○主な取組（関係課：障害福祉課）

2016 年４月の自殺対策基本法の改正を踏まえ、2018 年度までに全ての市町

で計画を策定したことから、ＰＤＣＡサイクルを通じた進捗管理・検証等への

支援を行うことで、地域の実情に応じた自殺対策を推進します。

自殺に関する統計・分析や市町への支援等を実施する県地域自殺対策推進

センターを設置し、地域ごとの自殺の傾向を分析し、市町自殺対策計画の策

定・進捗管理・検証等への支援を行います。

・自殺に関する統計や自殺対策に関する動向、先駆的取組及び人材育成研修

会などの情報の提供、自殺対策基本法第 13 条第２項により義務付けられた

市町の自殺対策計画の策定に対する支援

・国の自殺総合対策推進センター等から発せられる自殺に関連した情報の収

集・分析及び結果の市町等への提供

市町及び地域において自殺対策を行っている民間団体との連携を通して、全

県挙げて自殺対策を推進するとともに、民間団体の活動を支援します。

地域の実情にあわせて、市町、公的機関、民間団体等で組織する会議を定

期的に開催し、関係機関の連携強化を図り、県の自殺対策を総合的に推進し

ます。

・地域における自殺対策を効果的に推進するため、全県レベルの「静岡県自殺

対策連絡協議会」及び「静岡県自殺対策庁内連絡会議」、地域レベルの「自

殺対策ネットワーク会議」の開催

・市町における「自殺対策ネットワーク」の設置に向けた支援

民間団体の行う自殺対策を支援し、民間団体と行政、民間団体間の連携の

強化を図り、総合的・効果的な自殺対策を推進します。
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第６章 推進体制等

１ 庁内における連携体制

２ 関係機関・団体等との連携体制

３ 各地域における連携体制

４ 各進行管理

・地域自殺対策計画に基づく自殺対策を行う市町への支援の実施

・「いのちの電話」の相談体制を整備するための相談員の養成や質の向上を図

るための研修に対する支援の実施

・「いのちの電話」の相談員の確保を図るための周知の促進

・フリーダイヤル「自殺予防いのちの電話」の周知の促進

・相談会、ゲートキーパー養成研修等自殺対策を行う団体への支援の実施

・自死遺族支援活動を行う団体との連携

庁内の自殺対策関係部局による「自殺対策庁内連絡会議」を定期的に開催

し、各部局における自殺対策関連事業の実施状況を情報交換し、相互の連携を

図ります。

行政及び関係機関、団体等からなる「静岡県自殺対策連絡協議会」を定期的

に開催し、総合的な自殺対策の推進を図ります。

各地域において、保健所、市町を中心に、関係機関も交えた「自殺対策ネッ

トワーク会議」を開催し、地域における自殺の実態を相互に情報交換し、地域

の実情を踏まえた自殺対策の推進、関係機関の連携を図ります。

計画の着実な推進を図るため、施策の実施状況、目標の達成状況を「静岡県

自殺対策連絡協議会」に報告し、点検・評価・改正を行います。
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地域の取組状況報告

静岡県の自殺対策の推進体制

県自殺対策連絡協議会

（医療、労働等各分野の有識者・庁内関係部局）

実施状況報告

・総合的な自殺対策の推進

・行政、関係機関・団体等連携

自殺対策庁内連絡会議

（庁内関係部局）

・自殺対策関連事業の実施状況の情報交換

・相互連携

・県計画の実施・改善

自殺対策ネットワーク会議

（各圏域の健康福祉センター・市町・関係機関等）

・地域の自殺の実態把握、地域の実情を踏まえた自殺対策

の推進、関係機関の連携

・各地域の先駆的・効果的な取組の情報共有

点検・評価



- 64 -

５ 取組目標

第５章１―(1)県民一人ひとりの気づきと見守りを促す

第５章１―(2) 社会全体の自殺リスクを低下させる

取組指標
現 状

（2021 年度実績）

目 標

（2027 年度まで）
関係課

啓発キャンペーン ０回（中止） 14回／年 障害福祉課

取組指標
現 状

（2021 年度実績）

目 標

（2027 年度まで）
関係課

包括的相談支援体制の整備

を行った市町数
19 市町 全市町 福祉長寿政策課

こころの電話相談件数 3,114 件 継続実施
精神保健福祉

センター

若者こころの悩み相談窓口

相談件数
3,015 件 継続実施 障害福祉課

多重債務相談件数 122 件 継続実施 県民生活課

就職相談センター等利用者

数
16,647 人 継続実施 労働雇用政策課

ひきこもり等相談件数 1,848 件 継続実施
精神保健福祉

センター

児童虐待防止のための普及

啓発活動への参加者数

99 回線

（オンライン開催）
毎年度 400 人 こども家庭課

新たに相談があった生活困

窮者に対する支援プラン作

成率

11.8％

（2020 年）
15.0％ 地域福祉課

産婦健康診査受診率 89.8％ 100% こども家庭課

出前人権講座の開催件数

（性的マイノリティに関す

る内容を含む）

57回 100 回／年
地域福祉課

（人権同和）
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第５章２―(1) 子ども・若者の自殺対策を更に推進する

第５章２―(2) 働き盛り世代の自殺対策を更に推進する

第５章２―(3) 女性の自殺対策を更に推進する

取組指標
現 状

（2021 年度実績）

目 標

（2027 年度まで）
関係課

スクールカウンセラーの配

置人数

小中学校 139 人

（全校支援体制）

小中学校 169 人

（全校支援体制）

義務教育課

高校教育課

県立高校の拠点校

25 校に配置
高校 40人 高校教育課

県立特別支援学校

全教場に 13 人を

拠点校配置

県立特別支援学校

全教場に 14人を

拠点校配置

特別支援教育課

スクールソーシャルワーカ

ーの配置人数

小中学校 46人

（全市町）

小中学校 60 人

（全市町）
義務教育課

県立高校の拠点校

６校に配置
高校 16人 高校教育課

若年層向けこころのセルフ

ケア講座受講者数
698 人（累計）

1,000 人

(計画期間中の累計)
障害福祉課

教職員等研修会等の開催回

数

スクールソーシャル

ワーカー対象１回

各市町生徒指導担当

指導主事対象

１回／年

義務教育課

若年層自殺対策研修会の開

催件数
１回 １回／年

精神保健福祉

センター

生活困窮世帯等の学習支援

事業参加者数

896 人

（2020 年）
毎年度 900 人 地域福祉課

取組指標
現 状

（2021 年度実績）

目 標

（2027 年度まで）
関係課

経済団体と連携したゲート

キーパー養成研修会の開催
４回

年２回

オンデマンド配信有
障害福祉課

取組指標
現 状

（2021 年度実績）

目 標

（2027 年度まで）
関係課

ふじのくに女性活躍応援会

議の登録事業所数
236 事業所 330 事業所 男女共同参画課

アドバイザー派遣による職

場環境づくりの支援企業数
82社 60 社／年 労働雇用政策課
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第５章２―(4) 高齢者の自殺対策を更に推進する

第５章２―(5) 自殺未遂者の再度の自殺企図を防ぐ

第５章２―(6) 遺された人への支援を充実する

第５章３―(1) 自殺対策に係る人材の確保、養成及び資質の向上を図る

第５章３―(2) 適切な精神保健医療福祉サービスを受けられるようにする

取組指標
現 状

（2021 年度実績）

目 標

（2027 年度まで）
関係課

通いの場の設置数
4,475 箇所

（2020 年度）

6,100 箇所

（2025 年度目標）
健康増進課

取組指標
現 状

（2021 年度実績）

目 標

（2027 年度まで）
関係課

自殺未遂者等支援の対応力

を高める県下全域・圏域拠点

医療機関数

17 箇所 27 箇所 障害福祉課

自殺未遂者ケア対策研修会

の開催件数
１回 １回／年

精神保健福祉

センター

取組指標
現 状

（2021 年度実績）

目 標

（2027 年度まで）
関係課

自死遺族相談会開催回数 ７回 ２回／月
精神保健福祉

センター

自死遺族のつどい（わかちあ

いの会）開催回数
10回 １回／月

精神保健福祉

センター

自死遺族支援者研修会開催

回数
１回 １回／年

精神保健福祉

センター

こころの緊急支援活動研修

の開催回数
１回 ２回／年

精神保健福祉

センター

取組指標
現 状

（2021 年度実績）

目 標

（2027 年度まで）
関係課

ゲートキーパー講師養成研

修会の開催回数
１回 １回／年

精神保健福祉

センター

ゲートキーパー講師フォローアッ

プ研修会の開催回数
１回 １回／年

精神保健福祉

センター

ゲートキーパー養成数 60,437 人（累計） 86,000 人（累計） 障害福祉課

取組指標 現 状 目 標 関係課
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第５章３―(3) 心の健康を支援する環境の整備と心の健康づくりを推進する

第５章４―(1) 地域レベルでの実践的な取組への支援

第５章４―(2) 市町・民間団体との連携を強化する

（2021 年度実績） （2027 年度まで）

静岡県自殺対策連絡協議会

の開催回数

３回

（内２回は書面）
１回／年 障害福祉課

薬物乱用防止に関する講習

会未開催校
０校 ０校 薬事課

依存症者回復プログラム開

催回数
30回 36 回／年

精神保健福祉

センター

取組指標
現 状

（2021 年度実績）

目 標

（2027 年度まで）
関係課

災害派遣精神医療チーム

(DPAT)指定機関数
17 箇所 38 箇所 障害福祉課

災害時メンタルヘルスケア

研修会の開催回数
1回 １回／年

精神保健福祉

センター

サイコロジカル・ファーストエイ

ド研修の開催回数
1回 １回／年

精神保健福祉

センター

取組指標
現 状

（2021 年度実績）

目 標

（2027 年度まで）
関係課

市町への自殺統計に関する

情報提供

毎月２回

（人口動態統計等）
２回／月

精神保健福祉

センター

取組指標
現 状

（2021 年度実績）

目 標

（2027 年度まで）
関係課

自殺対策ネットワーク設置

市町数
27 市町

政令指定都市を除く

全市町
障害福祉課

いのちの電話２４時間体制

実施日数
毎月１回 1回／月 障害福祉課
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【参考資料】

資料１ 改正自殺対策基本法（平成28年４月１日から施行）

目次

第一章 総則（第一条―第十一条）

第二章 自殺総合対策大綱及び都道府県自殺対策計画等（第十二条―第十四条）

第三章 基本的施策（第十五条―第二十二条）

第四章 自殺総合対策会議等（第二十三条―第二十五条）

附則

第一章 総則

（目的）

第一条 この法律は、近年、我が国において自殺による死亡者数が高い水準で推移し

ている状況にあり、誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指して、こ

れに対処していくことが重要な課題となっていることに鑑み、自殺対策に関し、基

本理念を定め、及び国、地方公共団体等の責務を明らかにするとともに、自殺対策

の基本となる事項を定めること等により、自殺対策を総合的に推進して、自殺の防

止を図り、あわせて自殺者の親族等の支援の充実を図り、もって国民が健康で生き

がいを持って暮らすことのできる社会の実現に寄与することを目的とする。

（基本理念）

第二条 自殺対策は、生きることの包括的な支援として、全ての人がかけがえのない

個人として尊重されるとともに、生きる力を基礎として生きがいや希望を持って暮

らすことができるよう、その妨げとなる諸要因の解消に資するための支援とそれを

支えかつ促進するための環境の整備充実が幅広くかつ適切に図られることを旨と

して、実施されなければならない。

２ 自殺対策は、自殺が個人的な問題としてのみ捉えられるべきものではなく、その

背景に様々な社会的な要因があることを踏まえ、社会的な取組として実施されなけ

ればならない。

３ 自殺対策は、自殺が多様かつ複合的な原因及び背景を有するものであることを踏

まえ、単に精神保健的観点からのみならず、自殺の実態に即して実施されるように

しなければならない。

４ 自殺対策は、自殺の事前予防、自殺発生の危機への対応及び自殺が発生した後又

は自殺が未遂に終わった後の事後対応の各段階に応じた効果的な施策として実施

されなければならない。

５ 自殺対策は、保健、医療、福祉、教育、労働その他の関連施策との有機的な連携が

図られ、総合的に実施されなければならない。
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（国及び地方公共団体の責務）

第三条 国は、前条の基本理念（次項において「基本理念」という。）にのっとり、自

殺対策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。

２ 地方公共団体は、基本理念にのっとり、自殺対策について、国と協力しつつ、当

該地域の状況に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。

３ 国は、地方公共団体に対し、前項の責務が十分に果たされるように必要な助言そ

の他の援助を行うものとする。

（事業主の責務）

第四条 事業主は、国及び地方公共団体が実施する自殺対策に協力するとともに、そ

の雇用する労働者の心の健康の保持を図るため必要な措置を講ずるよう努めるも

のとする。

（国民の責務）

第五条 国民は、生きることの包括的な支援としての自殺対策の重要性に関する理解

と関心を深めるよう努めるものとする。

（国民の理解の増進）

第六条 国及び地方公共団体は、教育活動、広報活動等を通じて、自殺対策に関する

国民の理解を深めるよう必要な措置を講ずるものとする。

（自殺予防週間及び自殺対策強化月間）

第七条 国民の間に広く自殺対策の重要性に関する理解と関心を深めるとともに、自

殺対策の総合的な推進に資するため、自殺予防週間及び自殺対策強化月間を設ける。

２ 自殺予防週間は九月十日から九月十六日までとし、自殺対策強化月間は三月とす

る。

３ 国及び地方公共団体は、自殺予防週間においては、啓発活動を広く展開するもの

とし、それにふさわしい事業を実施するよう努めるものとする。

４ 国及び地方公共団体は、自殺対策強化月間においては、自殺対策を集中的に展開

するものとし、関係機関及び関係団体と相互に連携協力を図りながら、相談事業そ

の他それにふさわしい事業を実施するよう努めるものとする。

（関係者の連携協力）

第八条 国、地方公共団体、医療機関、事業主、学校（学校教育法（昭和二十二年法律

第二十六号）第一条に規定する学校をいい、幼稚園及び特別支援学校の幼稚部を除

く。第十七条第一項及び第三項において同じ。）、自殺対策に係る活動を行う民間

の団体その他の関係者は、自殺対策の総合的かつ効果的な推進のため、相互に連携

を図りながら協力するものとする。

（名誉及び生活の平穏への配慮）

第九条 自殺対策の実施に当たっては、自殺者及び自殺未遂者並びにそれらの者の親

族等の名誉及び生活の平穏に十分配慮し、いやしくもこれらを不当に侵害すること

のないようにしなければならない。
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（法制上の措置等）

第十条 政府は、この法律の目的を達成するため、必要な法制上又は財政上の措置そ

の他の措置を講じなければならない。

（年次報告）

第十一条 政府は、毎年、国会に、我が国における自殺の概況及び講じた自殺対策に

関する報告書を提出しなければならない。

第二章 自殺総合対策大綱及び都道府県自殺対策計画等

（自殺総合対策大綱）

第十二条 政府は、政府が推進すべき自殺対策の指針として、基本的かつ総合的な自

殺対策の大綱（次条及び第二十三条第二項第一号において「自殺総合対策大綱」と

いう。）を定めなければならない。

（都道府県自殺対策計画等）

第十三条 都道府県は、自殺総合対策大綱及び地域の実情を勘案して、当該都道府県

の区域内における自殺対策についての計画（次項及び次条において「都道府県自殺

対策計画」という。）を定めるものとする。

２ 市町村は、自殺総合対策大綱及び都道府県自殺対策計画並びに地域の実情を勘案

して、当該市町村の区域内における自殺対策についての計画（次条において「市町

村自殺対策計画」という。）を定めるものとする。

（都道府県及び市町村に対する交付金の交付）

第十四条 国は、都道府県自殺対策計画又は市町村自殺対策計画に基づいて当該地域

の状況に応じた自殺対策のために必要な事業、その総合的かつ効果的な取組等を実

施する都道府県又は市町村に対し、当該事業等の実施に要する経費に充てるため、

推進される自殺対策の内容その他の事項を勘案して、厚生労働省令で定めるところ

により、予算の範囲内で、交付金を交付することができる。

第三章 基本的施策

（調査研究等の推進及び体制の整備）

第十五条 国及び地方公共団体は、自殺対策の総合的かつ効果的な実施に資するため、

自殺の実態、自殺の防止、自殺者の親族等の支援の在り方、地域の状況に応じた自

殺対策の在り方、自殺対策の実施の状況等又は心の健康の保持増進についての調査

研究及び検証並びにその成果の活用を推進するとともに、自殺対策について、先進

的な取組に関する情報その他の情報の収集、整理及び提供を行うものとする。

２ 国及び地方公共団体は、前項の施策の効率的かつ円滑な実施に資するための体制

の整備を行うものとする。

（人材の確保等）

第十六条 国及び地方公共団体は、大学、専修学校、関係団体等との連携協力を図り

ながら、自殺対策に係る人材の確保、養成及び資質の向上に必要な施策を講ずるも

のとする。
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（心の健康の保持に係る教育及び啓発の推進等）

第十七条 国及び地方公共団体は、職域、学校、地域等における国民の心の健康の保

持に係る教育及び啓発の推進並びに相談体制の整備、事業主、学校の教職員等に対

する国民の心の健康の保持に関する研修の機会の確保等必要な施策を講ずるもの

とする。

２ 国及び地方公共団体は、前項の施策で大学及び高等専門学校に係るものを講ずる

に当たっては、大学及び高等専門学校における教育の特性に配慮しなければならな

い。

３ 学校は、当該学校に在籍する児童、生徒等の保護者、地域住民その他の関係者と

の連携を図りつつ、当該学校に在籍する児童、生徒等に対し、各人がかけがえのな

い個人として共に尊重し合いながら生きていくことについての意識の涵かん養等

に資する教育又は啓発、困難な事態、強い心理的負担を受けた場合等における対処

の仕方を身に付ける等のための教育又は啓発その他当該学校に在籍する児童、生徒

等の心の健康の保持に係る教育又は啓発を行うよう努めるものとする。

（医療提供体制の整備）

第十八条 国及び地方公共団体は、心の健康の保持に支障を生じていることにより自

殺のおそれがある者に対し必要な医療が早期かつ適切に提供されるよう、精神疾患

を有する者が精神保健に関して学識経験を有する医師（以下この条において「精神

科医」という。）の診療を受けやすい環境の整備、良質かつ適切な精神医療が提供

される体制の整備、身体の傷害又は疾病についての診療の初期の段階における当該

診療を行う医師と精神科医との適切な連携の確保、救急医療を行う医師と精神科医

との適切な連携の確保、精神科医とその地域において自殺対策に係る活動を行うそ

の他の心理、保健福祉等に関する専門家、民間の団体等の関係者との円滑な連携の

確保等必要な施策を講ずるものとする。

（自殺発生回避のための体制の整備等）

第十九条 国及び地方公共団体は、自殺をする危険性が高い者を早期に発見し、相談

その他の自殺の発生を回避するための適切な対処を行う体制の整備及び充実に必

要な施策を講ずるものとする。

（自殺未遂者等の支援）

第二十条 国及び地方公共団体は、自殺未遂者が再び自殺を図ることのないよう、自

殺未遂者等への適切な支援を行うために必要な施策を講ずるものとする。

（自殺者の親族等の支援）

第二十一条 国及び地方公共団体は、自殺又は自殺未遂が自殺者又は自殺未遂者の親

族等に及ぼす深刻な心理的影響が緩和されるよう、当該親族等への適切な支援を行

うために必要な施策を講ずるものとする。

（民間団体の活動の支援）

第二十二条 国及び地方公共団体は、民間の団体が行う自殺の防止、自殺者の親族等
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の支援等に関する活動を支援するため、助言、財政上の措置その他の必要な施策を

講ずるものとする。

第四章 自殺総合対策会議等

（設置及び所掌事務）

第二十三条 内閣府に、特別の機関として、自殺総合対策会議（以下「会議」という。）

を置く。

２ 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。

一 自殺総合対策大綱の案を作成すること。

二 自殺対策について必要な関係行政機関相互の調整をすること。

三 前二号に掲げるもののほか、自殺対策に関する重要事項について審議し、及び自

殺対策の実施を推進すること。

（会議の組織等）

第二十四条 会議は、会長及び委員をもって組織する。

２ 会長は、内閣官房長官をもって充てる。

３ 委員は、内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者を

もって充てる。

４ 会議に、幹事を置く。

５ 幹事は、関係行政機関の職員のうちから、内閣総理大臣が任命する。

６ 幹事は、会議の所掌事務について、会長及び委員を助ける。

７ 前各項に定めるもののほか、会議の組織及び運営に関し必要な事項は、政令で定

める。

（必要な組織の整備）

第二十五条 前二条に定めるもののほか、政府は、自殺対策を推進するにつき、必要な

組織の整備を図るものとする。
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資料２

静岡県自殺対策連絡協議会設置要綱

（目的）

第１条 自殺対策基本法（平成 18 年 10 月 28 日施行）及び自殺総合対策大綱（平成

19 年６月８日発表）を受け静岡県においても自殺予防対策を総合的に推進してい

くために、医療、労働、学識経験者等の意見を幅広く取り入れ、各種意見を調整す

ること及び静岡県の自殺予防対策方針策定を目的として、静岡県自殺対策連絡協議

会（以下「協議会」という。）を設置する。

（所掌事務）

第２条 協議会は次に掲げる事項を所掌する。

（１）自殺予防対策に係る総合的な施策の検討、調整、意見具申に関すること。

（２）自殺者の遺族のケアに関する施策の検討及び推進に関すること。

（３）地域における自殺予防対策の推進等に関すること。

（４）その他自殺予防対策について必要な事項に関すること。

（組織及び役員）

第３条 協議会は、別表に掲げる団体から推薦された者をもって組織する。

２ 協議会に会長をおき、会長は、委員の互選によって定める。

３ 協議会の副会長は、会長が指名する。

４ 協議会の議長は、会長が行う。

５ 議題の内容によっては委員を追加することができる。

６ 県の関連行政機関は必要に応じて協議会に出席する。

７ 協議会には、部会を置くことができる。

（任期）

第４条 委員の任期は３年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間

とする。

（庶務）

第５条 協議会の庶務は、健康福祉部障害者支援局障害福祉課が行う。

（その他）

第６条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関して必要な事項は、会長が

定める。

附 則

この要綱は、平成 19 年９月１日から施行する。

附 則

この改正は、平成 20 年５月 30 日から施行する。

附 則

この改正は、平成 20 年６月 11 日から施行する。
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附 則

この改正は、平成 21 年１月６日から施行する。

附 則

この改正は、平成 21 年６月 15 日から施行する。

附 則

この改正は、平成 22 年２月２日から施行する。

附 則

この改正は、平成 22 年４月１日から施行する。

附 則

この改正は、平成 22 年６月 29 日から施行する。

附 則

この改正は、平成 22 年９月１日から施行する。

附 則

この改正は、平成 23 年１月６日から施行する。

附 則

この改正は、平成 24 年１月 30 日から施行する。

附 則

この改正は、平成 24 年７月２日から施行する。

附 則

この改正は、平成 24 年 11 月 20 日から施行する。

附 則

この改正は、平成 25 年 10 月１日から施行する。

附 則

この改正は、平成 26 年５月 30 日から施行する。

附 則

この改正は、平成 26 年 10 月 21 日から施行する。

附 則

この改正は、平成 27 年４月 10 日から施行する。

附 則

この改正は、平成 27 年７月 23 日から施行する。

附 則

この改正は、平成 28 年６月 20 日から施行する。

附 則

この改正は、平成 28 年 10 月 18 日から施行する。

附 則

この改正は、平成 29 年９月 11 日から施行する。

附 則
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この改正は、平成 29 年９月 11 日から施行する。

附 則

この改正は、平成 30 年 12 月 10 日から施行する。

附 則

この改正は、令和２年１月 23 日から施行する。

附 則

この改正は、令和３年３月 15 日から施行する。

附 則

この改正は、令和３年６月７日から施行する。

附 則

この改正は、令和３年 11 月１日から施行する。

附 則

この改正は、令和４年 10 月 28 日から施行する。
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（別表）

静岡県自殺対策連絡協議会

１ 委員

団体名

一般社団法人静岡県医師会

静岡県精神科病院協会

静岡県精神神経科診療所協会

静岡産業保健総合支援センター

一般社団法人静岡県精神保健福祉士協会

社会福祉法人浜松いのちの電話

静岡県弁護士会

静岡県司法書士会

株式会社静岡新聞社

一般社団法人静岡県経営者協会

静岡労働局労働基準部

公益社団法人静岡県看護協会

静岡県警察本部生活安全部

静岡県公認心理師協会

静岡県保健所長会

静岡県市長会

静岡県町村会

静岡市保健福祉長寿局保健衛生医療部

浜松市健康福祉部
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２行政

静岡県

くらし・環境部 県民生活課

くらし交通安全課

男女共同参画課

健康福祉部 地域福祉課

福祉長寿政策課

介護保険課

こども家庭課

疾病対策課

障害福祉課

健康増進課

薬事課

精神保健福祉センター

経済産業部 労働雇用政策課

経営支援課

教育委員会 教育政策課

義務教育課

高校教育課

特別支援教育課

健康体育課

社会教育課

静岡市

浜松市


